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○ 平成２７年度のおける就労継続支援Ｂ型事業所利用者の全国の平均工賃月額は１５，０３
３円、対前年度比１９５円増（１．３％増）となっているところである。

○ また、平成１８年度からは２，８１１円増（２２．９％増）となっているが、平成１８年度から継
続して工賃倍増５か年計画、工賃向上計画を作成し工賃向上に取り組んでいる事業所につ
いては、平成２７年度の平均工賃が１６，５９８円（平成１８年度１２，５４２円）と、４，０５６円増
（３２．３％増）となっており、より一層の工賃の向上が図られているところである。

○ 各事業所や各地方自治体のご尽力により、就労継続支援Ｂ型事業所利用者の平均工賃
は着実に増加してきているが、約１割の事業所で平均工賃が５千円を下回っており、その中
には、運営基準で定める工賃の最低水準である３千円を下回っている事業所もある。このよう
な事業所については、運営基準を遵守していないことが明確であることから、重点的な指導を
お願いしたい。

○平成１８年度と比較すると利用者１人あたりの平均工賃月額２万円以上の事業所の割合は
増加しており、全体の２割弱となっている。（関連資料４より）

○平均工賃月額１万円未満の事業所割合は減少しているものの、全体の約４割となっている。
（関連資料４より）

※厚生労働省障害保健福祉関係主管課長会議資料－抄－（平成２９年３月８日（水））

平成２７年度の工賃実績等について
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（平成１８年度） （平成２７年度）

12,222 円 → １５，０３３円 〈２２．９%増〉

※ 就労継続支援Ｂ型事業所の一人当たり平均工賃月額

（平成18年度は入所・通所授産施設、小規模通所授産施設を含む）

参 考

就労継続支援Ｂ型事業所における平均工賃

○ 就労継続支援Ｂ型事業所（平成２７年度末時点）で、平成18年度から継続して工賃向上に向けた計画を
策定し取組を⾏っている施設の平均工賃

（平成18年度） （平成27年度）

１２,５４２円 → 16,598円 〈３２．３%増〉

○ 一般の事業所（事業所規模５人以上）の労働者の現⾦給与総額（厚生労働省：毎⽉勤労統計調査）

（平成18年度） （平成27年度）

３３４，３７４円 → ３１３，８５６円〈６．１％減〉
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都道府県 平成18年度 平成27年度 都道府県 平成18年度 平成27年度

北海道 15,305 17,494 滋賀県 15,566 18,176

青森県 9,310 13,131 京都府 12,999 16,505

岩手県 15,225 18,713 大阪府 7,990 11,190

宮城県 13,061 18,643 兵庫県 10,190 13,735

秋田県 12,580 14,593 奈良県 9,861 14,964

山形県 10,283 11,598 和歌山県 12,046 16,198

福島県 9,540 14,206 鳥取県 13,366 16,810

茨城県 9,241 11,810 島根県 12,549 18,244

栃木県 12,563 15,727 岡山県 10,750 13,254

群馬県 11,116 17,082 広島県 12,419 15,939

埼玉県 11,777 14,189 山口県 12,632 16,238

千葉県 12,024 13,660 徳島県 14,636 20,495

東京都 14,488 15,086 香川県 11,172 14,432

神奈川県 12,367 13,704 愛媛県 11,710 16,204

新潟県 10,441 14,378 高知県 16,013 19,222

富山県 11,933 14,808 福岡県 11,664 13,485

石川県 15,179 16,159 佐賀県 15,396 17,817

福井県 15,493 20,796 長崎県 11,181 15,255

山梨県 10,736 15,296 熊本県 12,836 13,886

長野県 10,548 14,591 大分県 13,489 16,237

岐阜県 10,068 13,166 宮崎県 11,018 16,867

静岡県 13,661 14,818 鹿児島県 12,809 15,024

愛知県 14,447 15,041 沖縄県 13,552 14,455

三重県 10,407 13,611 全国平均 12,222 15,033

都道府県別平均工賃（平成18年度、平成２７年度）

（注） 平成18年度は、就労継続支援Ｂ型事業所、授産施設及び小規模通所授産施設の平均
平成27年度は、就労継続支援Ｂ型事業所の平均

（円／月額）
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施設種別
平成２７年度平均工賃（賃金）

施設数
平成２６年度平均工賃（賃金）

月 額 時間額 月 額 時間額

就労継続支援Ｂ型事業所
（対前年比）

全 国
１５，０３３円
（１０１．３％）

１９３円
（１０３．２％）

９，９１０ １４，８３８円 １８７円

神奈川県
１３，７０４円
（１００．０％）

１８５円
（１０１．６％）

３９９ １３，７０９円 １８２円

相模原市
１３，２６５円
（１０３．９％）

２０５円
（１０９．６％）

４３ １２，７６３円 １８７円

就労継続支援Ａ型事業所
（対前年比）

全 国
６７，７９５円
（１０２．１％）

７６９円
（１０２．０％）

３，１５５ ６６，４１２円 ７５４円

神奈川県
７９，０６０円
（１０７．８％）

８６０円
（１０４．６％）

７０ ７３，３２７円 ８２２円

相模原市
６２，３７７円
（９８．１％）

８４７円
（１０１．３％）

７ ６３，５３３円 ８３６円

平成２７年度平均工賃（賃金）の実績
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国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律
（障害者優先調達推進法）について（平成２５年４月１日施行）

１．目的（第１条）

障害者就労施設、在宅就業障害者及び在宅就業支援団体（以下「障害者就労施設等」という。）の受注の機会
を確保するために必要な事項等を定めることにより、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進
等を図り、もって障害者就労施設で就労する障害者、在宅就業障害者等の自立の促進に資する。

障害者就労施設等の受注の機会の増大を図るための措置を講ずるよう努める責務

２．地方公共団体・地方独立行政法人の責務（第４条、第９条）

毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針の策定・公表

調達方針に即した調達の実施

調達実績の取りまとめ・公表

３．相模原市の取り組み

・調達方針の策定、方針に基づいた調達の実施、実績の取りまとめ・公表
・障害者就労施設等から提供される物品・役務に関する情報提供（市ホームページに公表）
・共同受注調整窓口を設置し、受給希望事業所への行政及び企業等からの発注希望に関する情報提供



共同受注調整窓口の流れ

障害者支援センター
松が丘

（共同受注調整窓口）

障害者就労
施設等

①物品・役務
等発注希望

行政・企業

②物品・役務等発
注希望情報を施設
に提供

③受注希望意
思表示

④受注希望事業
所紹介

⑤紹介された事業所から選定し、仕
様等を確認調整し、契約

共同受注調整窓口からの発注希望に関する情報提供を希望する場合は、松が丘園にご連絡ください。


